
本部主管案件

有償技術支援－附帯プロ

2016年05月11日現在

本部／国内機関 ：地球環境部

案件概要表

案件名 （和）公共インフラ強化のための気候変動・リスク管理戦略局支援プロジェクト

（英）Technique Assistance Project for the Department of Adaptation for the Climate 

Change and Strategic Risk Management for Strengthening of Public Infrastructure in El 

Salvador

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 水資源・防災-総合防災

分野課題2

分野課題3

分野分類 公共・公益事業-社会基盤-社会基盤一般

プログラム名 防災体制の強化プログラム
援助重点課題 持続的開発のための防災・環境保全
開発課題 気候変動及び環境への対応

プロジェクトサイト サン・サルバドル市を拠点として、エルサルバドル全土

署名日(実施合意) 2011年10月11日

協力期間 2012年01月22日 ～ 2015年01月21日

相手国機関名 （和）公共事業・運輸・住宅・都市開発省

相手国機関名 （英）Ministry of Public Works, Transportation, Housing and Urban Development

プロジェクト概要

背景 エルサルバドル共和国（以下「エ」国）は、地理的な条件により、ハリケーン、熱帯低気圧、地
震、火山等、各種の自然災害の影響を受けやすく、特に、近年では集中豪雨による被害が顕
著であり、気候変動の影響も指摘されている。
世界銀行が2005年にまとめた“Natural disaster hotspots: a global risk analysis”によると、「エ」
国の国土面積の88.7％、国民の95.4％、GDPの96.4％は2種類以上の災害種のリスクに晒され
ているとされており、この割合の高さはGDPに対するリスクを基準とすると世界第2位（面積と人
口を基準にしても世界第3位）である。被災者数や経済被害の大きな災害は地震であり、近年
では1986年と2001年に1,000人前後の死者を出す大地震が起きている。また、頻度が高いの
は、ハリケーンや熱帯低気圧による洪水や暴風雨であり、1998年のハリケーンミッチにより
287人の死者を出しているほか、ハリケーンスタン（2005年）、熱帯低気圧アイダ（2009年）、熱
帯低気圧アガサ、アレックス（2010年）、熱帯低気圧12E(2011年）が被害をもたらしており、平均
すると2年に1回の割合で洪水が発生している（世界的な災害データベースであるEM－DATに
よる）。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が2007年に発表した第四次評価報告書等によ
れば、気候変動の影響として、気温の上昇に伴う強力な熱帯低気圧やハリケーンの発生、降
雨パターンの変動、旱魃や豪雨が起こりやすくなる可能性、エルニーニョ/ラニーニャ現象への
影響などが懸念されている。
ハリケーンや熱帯低気圧は、人的被害をもたらすだけでなく、橋梁や道路、排水施設等のイン
フラにも大きな被害を与えているほか、各所で地すべりや土砂崩れを起こし、人々の生活や経
済活動に大きな影響を与えている。エルサルバドル政府の予算的、技術的な制約から、被害
を受けたインフラ施設の復旧や既存インフラの災害軽減に関する十分な対策が取られておら
ず、このことが更なる被害の拡大に繋がっている。特に、「エ」国政府は、災害後の復旧への対
応に比べて事前の予防が十分でない点を課題と認識しており、予防対策を強化したいとしてい
る。
このような状況に対し、「エ」国政府は2010～2014年の5か年を対象とした国家開発計画におい
て災害リスクの軽減を優先的政策と位置づけ、2005年の国連防災世界会議で採択された「兵
庫行動枠組」に沿って災害リスクの予防緩和策の強化や脆弱性に対する対策を進めている。



この政策の一環としてインフラに対する取組みを強化するため、公共事業･運輸･住宅･都市開
発省は、新たに「気候変動･リスク管理戦略局」を創設し、予防緩和策や非常時の緊急対応、イ
ンフラの復旧に対する組織的な取組みを強化することとした。また、将来的には同局を核として
同様の課題を抱える域内各国との協力ネットワークの創設も検討されており、「エ」国政府の
リーダーシップにより中米他国との協議が進められている。このような状況の下、「エ」国政府
は公共インフラの災害適応力の強化を図るため、気候変動･リスク管理戦略局の技術者の育
成及び災害発生時の迅速な緊急復旧作業を実施する体制作りに係る技術協力を日本政府に
要請した。
これを受けてJICAは、2011年7月に詳細計画策定調査を行い、10月にR/Dを締結し、2012年
1月から協力を開始した。

上位目標 公共インフラの災害適応力が強化される。

プロジェクト目標 公共インフラの災害適応力を強化するため、気候変動・リスク管理戦略局の能力が強化され
る。

成果 1．気候変動・リスク管理戦略局（DACGER）が、公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、
都市排水）の防災強化に関する提案を行い、優先順位に基づいた適切なインフラ強化事業が
公共事業・運輸・住宅・都市開発省により推進される体制が構築される。
2．自然災害の発生に際し、公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都市排水）に関する
迅速かつ適正な被害調査、緊急復旧作業を実施する体制が構築される。
3．国内の公共インフラの災害適応力強化に関し、技術者育成のための体制が整備される。

活動 1－1 プロジェクト対象地域の公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都市排水）の防災
に関するインベントリー調査の作成、見直し及び最新化を行う。
1－2 プロジェクト対象地域の公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都市排水）に関する
リスク診断の見直し及び最新化を行う。
1－3 プロジェクト対象地域の公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都市排水）の防災
強化にかかる事業の優先順位付けを行い、中・長期計画を作成する。
1－4　現行の防災インフラ計画手法を検証し、エルサルバドルに適した標準設計を作成する。
1－5　DACGERの業務管理マニュアルを作成し、活動を通じ最適化する。

2－1　災害発生時におけるインフラの被害調査方法及び緊急復旧作業方法を検討・確立す
る。
2－2　災害発生時において上述2－1に基づいた被害調査及び緊急復旧作業を実施する。
2－3　上述2－2において得られた知見を取り纏め、実践的緊急復旧マニュアルを作成する。

3－1　国内の技術者に対する研修のためのカリキュラム及び教材を開発する。
3－2　国内の関係者に対し研修を実施する。

投入

  日本側投入 プロジェクト専門家(短期)（総括/組織能力強化、副総括/インフラ強化、組織能力強化(運営)、
斜面保護、橋梁、洪水管理、都市排水、業務調整/リスク管理能力･インフラ強化補助、業務調
整/組織能力強化補助)
短期専門家
機材供与
本邦研修
近隣国との技術交換
・ホンジュラスにおいて実施中の無償資金協力「首都圏地すべり防止計画」の建設サイトの視
察とソフトコンポーネントの成果を活用した技術交換
・ホンジュラスで開催される「中米地すべり学会」への参加及び成果発表
プロジェクト活動費

  相手国側投入 カウンターパートへの適切な人員の配置
プロジェクトオフィスの提供
プロジェクト活動に必要なデータ、情報の提供

外部条件 （1）事業実施のための前提
・DACGERの組織が継続し、必要な予算が確保される。
（2）成果達成のための外部条件
・プロジェクト期間中に、DACGERの体制が維持され、特に適切な局長人事及び必要な技術者
数が維持される。
・プロジェクトの活動が実施できなくなるほどの大災害が発生しない。
・研修受講者が習得した技術を適用する。
(3)プロジェクト目標達成のための外部条件
・DACGERにより、研修実施に必要な予算が確保される。
(4)上位目標達成のための外部条件
・公共インフラの防災強化を推進する政策が継続する。

実施体制

(1)現地実施体制 責任機関：公共事業・運輸・住宅・都市開発省、実施機関：DACGER
合同調整委員会メンバー：
　DACGER局長、道路維持管理局局長、道路調査開発局局長、道路計画局局長、道路
投資局局長、(以上公共事業省)
　内務省、環境・天然資源省、道路保全基金、大統領府脆弱問題対応庁、大統領府国
土開発地方分権課
　建築工業会議所(オブザーバー)、エンジニア・建築家協会(オブザーバー)、大学(オブ
ザーバー)



　JICA 専門家、JICAエルサルバドル事務所、在エルサルバドル日本大使館(オブザー
バー)

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

技プロ「耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト」(2003～2008年）
技プロ「中米広域防災能力向上プロジェクト」(2007～2012年）：
　エルサルバドルを含む中米6か国においてコミュニティ防災の能力強化を支援
技プロ「低・中所得者向け耐震住宅の建築技術・普及体制改善プロジェクト」(2009～
2012年)
環境プログラム無償「気候変動による自然災害対応能力向上計画」(2009年度E/N締
結)：
　公共事業･運輸･住宅・都市開発省の防災・復旧能力強化に貢献する重機等の供与
無償資金協力「主要幹線上橋梁緊急復旧計画」(2001年度E/N締結）
円借款「道路整備事業」(2004年12月貸付完了）
円借款「サンミゲル市バイパス建設事業」2013年8月事前通報済、2014年度E/N署名予
定
円借款「災害復旧スタンドバイ借款」2013年7月事前通報（2014年度E/N予定）
無償資金協力（ホンジュラス）「首都圏地すべり防止計画」：
　テグシガルパ市内の2か所の地すべり危険地域において、地すべり対策工を実施。
　本プロジェクトのカウンターパートが、対策工事現場を訪れ、技術交換を行うことを想
定。

「エ」国では、上記「道路整備事業」により「エ」国内の2大橋梁の再建や首都圏近郊の道
路整備を支援するとともに、「サンミゲル市バイパス建設事業」により円借款の案件形成
を目指している。本プロジェクトは、これら橋梁、道路の維持管理及び自然災害による被
害発生時の復旧作業の迅速化・適正化に寄与することが見込まれ、円借款事業による
開発効果の一層の発現に貢献することが期待できる。

(2)他ドナー等の

　　　援助活動

中米経済統合銀行（BCIE）：2011年～2014年、公共インフラに対し3 億8,05万ドル、公共
事業省のリスク緩和プロジェクトに対し3,170万ドル、道路保全基金に対し、970万ドルを
支援。
米州開発銀行（IDB）：「開発の為の持続的な道路プロジェクト」（35,000ドル、農村道路網
のリハビリ等）を実施中、「北東部の農村の連絡路プロジェクト」（15,000ドル、北部・東部
の農道整備）を準備中。
UNDP：「公共投資改善プロジェクト」（4,870万ドル）を検討中。

現時点で具体的な連携の予定は無し。
但し、中米経済統合銀行（BCIE）及び国連開発計画（UNDP）と意見交換を行い、両組織
とも、本プロジェクトの実施によりDACGERの能力が強化され、プロジェクト形成や調達
が迅速に行えるようになることに期待を示し、本プロジェクトに高い期待を寄せているこ
とから、適宜情報交換する。
(以上、2011年7月詳細計画策定調査の情報）



在外事務所主管案件

技術協力プロジェクト

2018年11月16日現在

在外事務所 ：エルサルバドル事務所

案件概要表

案件名 （和）地域警察活動に基づく新警察モデルの実施強化プロジェクト

（英）Project for the Consolidation of the Implementation of the New Police Model 

based on the Philosophy of Community Police in El Salvador

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 ガバナンス-公共安全

分野課題2

分野課題3

分野分類 計画・行政-行政-行政一般

プログラム名 市民の安全確保プログラム
援助重点課題 包摂的な開発の促進
開発課題 市民の安全確保

プロジェクトサイト エルサルバドル全土

署名日(実施合意) 2015年02月02日

協力期間 2015年02月02日 ～ 2020年02月01日

相手国機関名 （和）国家文民警察

相手国機関名 （英）National Civil Police

プロジェクト概要

背景 中米では青少年凶悪犯罪集団マラスによる犯罪が深刻な社会問題となっている。また、中米
は、南米で生産された麻薬と消費地である北米をつなぐ中継地ともなっており、麻薬取引が活
発化して治安悪化の大きな要因である。エルサルバドルは、国連薬物犯罪事務所（UNODC）
が発表した10万人当たりの殺人件数において、世界で最も殺人件数が高い国の一つとなって
おり、治安の改善は政府の最重要課題の一つとされている。2012年3月の二大マラスグループ
間での休戦協定成立後、統計上の殺人件数は大きく減少したが、2013年6月以降、前年比で
再び増加しはじめ、連続して大量殺人が発生するなど協定が機能しなくなったと言われてい
る。
 国家文民警察（PNC）の「組織戦略プラン2009-2014」に掲げられた12の活動方針の1つ「市民
参加での犯罪と暴力の防止」において地域警察活動の推進が組み込まれている。2014年6月
に誕生したサンチェス・セレン政権においても、前政権から引き続き治安対策を政府の最重要
課題の一つとして掲げている。
　国家文民警察は、2012年7月、26か所の副警察署レベルで地域警察活動を実践するよう業
務命令を発令し、そのうち5か所をサイトとしていたJICAに全国普及のための継続支援を要請
した。政権交代後の2014年7月には、全国で地域警察活動に取り組むよう第二次業務命令を
発令し、組織全体に地域警察理念を浸透させることによって新しい警察モデルを築こうとして
いる。新警察モデルとは、これまでのような秩序の維持や犯罪の取り締まりのみでなく、住民と
共に地域の問題を解決する、社会的な犯罪予防を促進する警察を意味する。一方、これまで
の各地における活動状況のモニタリングや好事例の抽出・取りまとめ、グッドプラクティスとして
の他地域への共有・普及に課題があり、実際には地域警察活動の全国展開は実現できてい
ない。本事業は全国での実施強化を支援するものである。

上位目標 地域警察活動に基づく新警察モデルが全国で実施されることにより、住民への警察サービス
が向上する。

プロジェクト目標 地域警察活動に基づく新警察モデルの実施が、全国において強化される。



成果 1. PNC本庁において、戦略チームを中心とした新警察モデル普及のための実施体制が強化さ
れる。
2. 各地の警察署の管理職において、新警察モデル実施のための組織的リーダーシップが向
上する。
3．地域警察インストラクターの能力が向上する。

活動 1-1. 各地におけるこれまでの地域警察活動の好事例の取りまとめを行う。
1-2. 新警察モデル実施状況のモニタリング・評価システムを強化する。
1-3. 各地における新警察モデル実施状況のモニタリングにより、成功事例や成果を継続的に
取りまとめる体制を構築する。
1-4. 新警察モデル実施のためのマニュアルやガイドライン等を策定、改訂する。
1-5. 地域警察活動の拠点として機能するよう各地域の中から選定した派出所を整備する。

2-1. 新警察モデルを遂行するための「組織的リーダーシップ」に関し、管理職向け研修カリキュ
ラムを策定する。
2-2. 同カリキュラムに基づき研修を行う。
2-3. 地方自治体レベルの暴力防止審議会等との協働を通して、地域警察活動を促進する。

3-1.　地域警察インストラクター（IPC）を中心に、各地の地域警察活動の好事例を抽出する。
3-2. IPCを中心に、好事例を共有するためのセミナーを実施する。
3-3. IPCの能力向上のための継続研修を実施する。

投入

  日本側投入 長期専門家1名（業務調整/モニタリング）、専門家派遣（ブラジル第三国専門家）、研修の実施
（ブラジル第三国研修）、機材供与、Puesto Policial（派出所）改修整備に必要な資機材購入、
ローカルコンサルタントの配置、等

  相手国側投入 カウンターパートの配置、執務スペース、等

外部条件 PNCにおいて、地域警察の全国普及に関する政策が変更されない。

実施体制

(1)現地実施体制 国家文民警察及び警察学校がカウンターパート機関となる。国家文民警察のコミュニ
ティ連携局、同局の中の地域警察課が主な担当部署である。

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

エルサルバドルでは、地域警察研修マニュアルの作成支援の後、2011年10月から
2014年3月まで日本・ブラジルパートナーシッププログラム（JBPP）共同プロジェクト「地
域警察プロジェクト」が実施され、5市（La Union、Zacatecoluca、Apopa、Quezaltepeque、
Santa Ana）をパイロットサイトとして、ブラジルでの第三国研修、上級警察官のブラジル
訪問、ブラジル第三国専門家の来訪、警察署への機材供与が行われた。警察幹部の
派遣を戦略的に行ってきたことにより、地域警察活動の組織内定着が促進されている。
ブラジル第三国専門家の来訪時は、5つのパイロット地域を訪問し、研修や技術指導を
実施。現場の警察官は、担当地域の治安状況の分析、既定フォーマットを使用した家庭
や商店の巡回連絡、パトロール、地方自治体・各政府機関・学校と連携してコミュニティ
活動に取り組んでおり、ブラジルとの継続的な交流・技術指導が現場の警察官のモチ
ベーション向上につながっている。 
　また、「治安改善プログラム」の枠内で、日本大使館が草の根無償資金協力や見返り
資金での事業（詳細以下）を推進しており、地域警察活動普及に向けて本案件との相乗
効果を目指す。 
・第三国専門家「地域警察マニュアル策定アドバイザー」派遣（2008） 
・ノンプロ見返り資金による国家文民警察へのコンテナ型Base Movil（移動型派出所）、
指紋照合システム、警察学校への教育機材の供与（2008-2013）、
・JBPP共同プロジェクト「地域警察プロジェクト」（2011-2014）
・基礎情報収集・確認調査「ブラジル及び中米諸国における地域警察協力に係る情報
収集・確認調査」（2013）
・草の根無償資金協力によるBase de Policia Comunitaria(派出所)建設（2014-）
・草の根無償資金協力「サン・ビセンテ市交番建設計画」竣工式(2015)
・草の根無償資金協力 サンミゲル市、センスンテペケ市交番建設計画竣工式(2016)

(2)他ドナー等の

　　　援助活動

治安改善はエルサルバドル国の重要課題の一つであり、USAID（中米CARSIイニシア
ティブ）やGIZ（中米PREVENIRプログラム）等が活動を展開している。特に地域警察分野
においては、USAIDが積極的な活動をしており、GIZも同分野の活動状況取りまとめ調
査を実施した。



本部主管案件

有償技術支援－有償専門家

2015年05月08日現在

本部／国内機関 ：社会基盤・平和構築部

案件概要表

案件名 （和）港湾運営アドバイザー

（英）Advisor for Port Management and Promotion

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 運輸交通-運輸交通行政

分野課題2

分野課題3

分野分類 公共・公益事業-運輸交通-港湾

プログラム名 東部地域開発プログラム
援助重点課題 経済の活性化と雇用拡大
開発課題 地域開発のための産業基盤整備と生産性向上

プロジェクトサイト サンサルバドル市、（必要に応じ出張）アカフトラ港（首都から85km）、ラ・ウニオン港（同

177km）

協力期間 2012年05月02日 ～ 2014年05月01日

相手国機関名 （和）空港・港湾運営自治委員会

相手国機関名 （英）Autonomous Executive Port Commission

プロジェクト概要

背景 エルサルバドル（以下、「エ」国）政府は、JICAが実施した開発調査（97～98年）を通じて「ラ・ウ
ニオン県港湾再活性化マスタープラン」を作成、閉鎖されていたクトゥコ港を「ラ・ウニオン港」と
して再建することで同国の海運貨物需要の増加に対応することとした。我が国はJICAを通じ
て、「エ」国における「ラ・ウニオン港建設事業」の所要資金として総額112億3,300万円を限度と
する貸付を行なうことを決定し、01年10月、円借款のL/Aに調印した。その後、08年12月末に
水深15mのコンテナバース、同14mの多目的バース等から成るラ・ウニオン港が完成した。しか
しながら同港の運営には、①航路の埋め戻りが生じている、②運営方式が政治問題により決
定できない、といった問題が生じ、完工後暫くの間開港されないままであった。これに対し
JICAは、ラ･ウニオン港開発事業に係る案件実施支援調査（08年11月～09年11月）、及びラ・
ウニオン港運営方法に関する技術支援調査（09年10月～10年7月）の2件のSAPIを実施し、航
路埋め戻り現象の解明、暫定的運営についての提言、貨物の将来需要予測等を行った結果、
同港は10年6月1日にようやく正式に開港することとなった。同港は今後、「エ」国東部地域の経
開発の起爆剤として同地域の経済発展に大きく貢献することが期待されている。　しかしなが
ら、これら諸問題が完全に解決された訳ではなく、特に港湾の運営・管理については、空港・港
湾運営自治委員会(以下CEPA)から、同分野の知見を持ち、適時アドバイスを行うことができる
日本人専門家の派遣が求められている。

上位目標 ラ・ウニオン港を始めとする「エ」国の港湾が円滑に運営され、同国の経済発展に資する。

プロジェクト目標 CEPAによる港湾の運営・管理が安定的に行われる。

成果 1. ラ・ウニオン港とアカフトラ港との役割分担を含む、「エ」国における総合的な港湾運営戦略
が確立される。
2. ラ・ウニオン港の競争力を向上させるための方策が同定される。
3. コンセッション方式を含め、ラ・ウニオン港における官民連携の戦略が策定される。
4. ラ・ウニオン港の航路維持浚渫に係る計画が具体化される。
5. アカフトラ港運営の改善策が整理される。



活動 1.1　これまでにJICA及び他ドナーが実施した支援の内容を把握する。
1.2　現時点におけるラ・ウニオン、アカフトラ両港の経営戦略及び現状を分析する。
1.3　ラウニオン港の潜在市場である周辺国の貨物発生地・港湾等の現状を分析する。
1.4　1.1.～1.3.の内容を把握した上で、港湾運営戦略をカウンターパートらとともに立案する。
1.5　ラ・ウニオン港とアカフトラ港との役割分担を考慮しつつ、ラウニオン港の運営を中心に改
善策を提言する。

2.1　ラ・ウニオン港の比較優位について、JICAが実施した案件実施支援調査（SAPI）や、他の
国際機関が実施する協力等を参照しつつ分析する。
2.2　ラ・ウニオン港へ寄港するための条件について、民間船会社等に対してヒアリングを行う。
2.3　2.1及び2.2で分析、収集した情報に基づき、ラ・ウニオン港の競争力向上のための方策を
検討する。
2.4　ラウニオン港の利用促進のためのポートセールス促進を支援する。

3.1　ラ・ウニオン港における官民連携について、CEPAの方針を確認する。
3.2　JICAが実施したSAPIの結果（CEPAによる一定期間の自主運営）を踏まえつつ、ラ・ウニオ
ン港における官民連携の方策について検討する。

4.1　ラ･ウニオン港開発事業に係る案件実施支援調査（08年11月～09年11月）及び2010年度
からJICAにより実施されている航路埋没対策及び維持浚渫に係る追加支援の内容を把握し、
必要な助言・調整を行う。
4.2　JICAが協力した内容に基づき、CEPAの維持浚渫計画実施を支援する。

5.1　アカフトラ港運営の改善策を提案する。
投入

  日本側投入 日本人専門家1名（24M/M）
在外事業強化費
※有償勘定での実施を想定。現在１年の要請があるが、業務的には２年程度が想定され、追
加・延長要請の有無について実施機関と調整中である。

  相手国側投入 専門家執務スペースの提供
カウンターパートの配置
移動手段の提供

外部条件 外部条件としては、経営陣の交代等により、CEPAの港湾運営方針が大きく変更されないこと。
治安状況は悪化しており注意が必要であるが、夜間における都市間移動を避ける等の対策を
取ることで、専門家としての活動は可能（勤務先となる建物には、08年11月～10年5月の間、コ
ンサルタントチームが派遣されていた実績あり）。なお、アカフトラ市への業務立入は、2012年
2月現在、エルサルバトル事務所の事前承認が必要である。

実施体制

(1)現地実施体制 カウンターパート機関はCEPA。
主なカウンターパートはラ・ウニオン港長のミルトン・ラカヨ氏及びアカフトラ港長のロベ
ルト・メンドーサ氏。

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

我が国の援助活動
●ラ・ウニオン県港湾再活性化計画調査（開発調査）（1997.11～1998.12）
●ラ・ウニオン港再活性計画連携詳細計画調査（開発調査）（2001.7～2002.9）
●ラ・ウニオン港建設事業（円借款）（L/A締結2001.10、完工2008.12）
●ラ・ウニオン港開発事業に係る案件実施支援調査（SAPI）（2008.11～2009.11）
●ラ・ウニオン港運営方法に関する技術支援調査（SAPI）（2009.10～2010.7）
●MEGATECラ・ウニオン校指導力向上プロジェクト（技プロ）（2009.1～2012.1）
●東部地域観光開発強化プロジェクト（技プロ）（2010.8～実施中）
●日本・中米友好橋建設計画（無償資金協力）（E/N署名2007.6、完工2009.5）
●ラ・ウニオン港浚渫計画策定プロジェクト　(技プロ)(2011.1～実施中)



本部主管案件

有償技術支援－附帯プロ

2015年05月08日現在

本部／国内機関 ：社会基盤・平和構築部

案件概要表

案件名 （和）ラ・ウニオン港浚渫計画策定プロジェクト

（英）The Project for Maintenance Dredging of the Port of LA UNION

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 運輸交通-国際交通

分野課題2

分野課題3

分野分類 公共・公益事業-運輸交通-港湾

プログラム名 東部地域開発プログラム
援助重点課題 経済の活性化と雇用拡大
開発課題 地域開発のための産業基盤整備と生産性向上

署名日(実施合意) 2010年04月28日

協力期間 2010年12月15日 ～ 2014年04月30日

相手国機関名 （和）エルサルバドル空港・港湾自治委員会

相手国機関名 （英）CEPA Comision Ejecutiva Portuaria Autonoma

プロジェクト概要

背景 （1）ラ･ウニオン港については、中米西岸を巡る物流の拠点として、また貧困層の多いエルサ
ルバドル国（以下「エ」国という。）東部地域の経済・産業開発を支える拠点としての役割が期
待され、コンテナ取扱を中心とする新たな港湾として開発が進められてきた。

（2）JICAは同港及び東部地域の開発を長らく支援してきており、1997年10月から1998年12月
にかけて開発調査を実施し、同港のマスタープラン及び短期整備計画に基づくフィージビリティ
調査を行った。これに基づき、2001年10月に旧JBICがラ･ウニオン港開発事業に対する円借款
の供与を決定した。これと前後して、2001年7月から2003年1月にかけて詳細設計調査（連携
DD）を実施し、2005年4月から現地工事に着工、2008年12月に工事が終了している。

（3）整備されたコンテナターミナルに係る運営方式については、「エ」国の空港港湾を管理する
公共事業省傘下の「空港･港湾自治委員会（以下CEPA：Comision Ejecutiva Portuaria 
Autonoma）」がコンセッション契約による民間セクターへの開発･運営委託とするべく検討、「エ」
国内の調整を続けてきた。JICAは、2009年に「ラ・ウニオン港運営支援調査」を実施し、コン
セッション方式による運営が開始されるまでの間、CEPAが自ら運営する具体的な方法を提
案。これを受け、ラ・ウニオン港は2010年6月に開港した。

（4）一方、外海とラ・ウニオン港を結ぶ約22kmにおよぶ航路は、航路の埋没が発生しているこ
とが確認されている。これは、海底に堆積した泥状の底土が流動し、航路の深部分に落ち込ん
でくる（フロードマッド）という、漂砂等による通常の埋没機構とは異なる機構であることが、
JICAの調査（SAPI）で確認されている。これらの航路維持管理には、約22kmの航路の維持浚
渫が必要であり、維持浚渫がどの箇所でどの程度の頻度で必要とされるか、実際の埋没傾向
の把握等を踏まえた維持浚渫計画が必要になる。

（5）しかしながら、CEPAには維持浚渫を直営で実施・管理できる能力が不足し、このような埋
没機構を有する航路の維持浚渫計画を作る知見も経験も無いことから、JICAに対して、航路
維持浚渫計画の策定にかかる支援を要請した。JICAは、この要請を受け、支援の必要性、妥
当性等を検証するため、2010年4月に航路埋没に係る協議・調査（以下「事前調査」）を実施
し、CEPA及び公共事業省と協議の結果、ラ･ウニオン港の航路維持浚渫計画の策定にかかる
技術支援業務を実施することに合意した。



（6）技術支援業務は2011年1月より2年間の予定で調査を始められた。第1年次調査では水深
毎の航路浚渫の量・頻度を算出するモデルの構築を行い、水深毎の浚渫量・頻度について提
案された。第２年次調査は先方実施機関（CEPA)による試浚渫がなされた後に開始することと
していた。

（7）その後、別途派遣した専門家より、当初想定していたラ・ウニオン港周辺の航路浚渫後の
土砂堆積のモニタリングだけでなく、水深に応じた最適な浚渫方法の提案、既存港からラ・ウニ
オン港への寄港するための諸条件等について提案することが望ましいとされた。

（8）これを受け、JICAは２０１２年１１月、先方実施機関の対応状況確認ならびに提案を踏まえ
た修正TORについての協議を行い、合意文書を取り交わした。

上位目標 ラ・ウニオン港を核としたエルサルバドルの東部開発が促進される。

プロジェクト目標 ラ・ウニオン港における航路埋没対策としての浚渫計画を作成するために必要な実施機関の
港湾維持管理能力が向上する。

成果 [第1年次業務]
1) 泊地を含む航路全区間における埋没量・埋没速度が明らかになる。
2) 試浚渫後の航路埋没のモニタリングと評価に係る能力が向上する。
3) 航路の目標維持水深毎の航路維持浚渫計画を策定するための能力が向上する。
[第2年次業務]（今回追加・変更分）
4) ラ・ウニオン港周辺における水深毎の最適な浚渫工法が明らかになる。
5) ラ・ウニオン港における寄港動向及び航路浚渫を含めた将来計画（アクションプラン）を策定
するための能力が向上する。6) ラ・ウニオン港財務計画を策定するための能力が向上する。

活動 「エ」国ラ･ウニオン港及び周辺地域を対象とし、CEPAと協力しつつ、以下の活動を行う。

[第1年次業務]
1) 自然条件の把握
　　・最新の深浅測量の収集
　　・航路・泊地からの底質土のサンプリング
　　・試浚渫計画の検討

2) 浚渫後の航路の水深変化の予測
　　『「エルサルバドル国ラ・ウニオン港開発事業」に係る案件実施支援調査（ＳＡＰＩ）』(2009年)
において検討された予測モデルのレビュー
　　・サンプリング試料を用いた成分分析、沈降試験の実施による埋没特性の分析
　　・航路浚渫後の埋没予測モデルの再構築
　　・航路浚渫水深毎の航路埋没量の予測

3)　維持浚渫計画素案の策定
　　・浚渫条件の設定
　　・維持浚渫計画素案の作成

4) 埋没モニタリングのための試浚渫計画及びモニタリング計画の提案
　　・試浚渫計画の検討
　　・試浚渫箇所の埋没状況モニタリング計画の作成

[第2年次業務]（今回、追加・変更分）
5) 埋没状況のモニタリングの分析
　　・レイキ浚渫の実証性検討
　　・埋没予測モデルの補正

6) 船社の寄港モデル構築
　　・維持水深別貨物量予測
　　・維持水深別港湾収入予測

7) 経済効果の検討
　　・港湾収益の観点から見た最適水深の検討
　　・「エ」国全体の観点から見た最適維持水深の検討

8) 航路維持浚渫計画の策定( 1)～7)を受けてCEPAが策定する)

9) ラ・ウニオン港における現実的な将来計画となりうる寄港動向及び航路浚渫を含めたアク
ションプランの作成( 1)～7)を受けてCEPAが策定する)

投入

  日本側投入 日本国側投入
・業務実施（委託）
　ア．総括／航路埋没分析
　イ．航路埋没予測解析
　ウ．土質性状分析
　エ．航路浚渫計画／浚渫工事
　オ．自然条件調査
　カ．浚渫船計画



　キ．海運戦略（寄港・配船・集荷等）
　ク．需要予測
　ケ．経済財務分析
　コ．航行安全

・本邦研修
　ア．研修の実施
　　CEPAにおいて航路計画、航路浚渫を担務する技術者に対し、日本での浚渫に関する研修
を実施する。

  相手国側投入 ・カウンターパートの配置
　技術的な分析を行うチーム・経済的な分析を行うチームの２チーム約１０人程度から構成さ
れるカウンターパートを配置する。これらのカウンターパートには、ラ・ウニオン港における浚渫
技術者と港湾計画専門の技術者が含まれる。
・執務スペースの提供

実施体制

(2)国内支援体制 本プロジェクトにかかる実施体制として、機構は有識者を含む国内支援体制を構築し、
各種会議や打ち合わせの場を設定し、外部アドバイザー等から意見を聴取する予定で
ある。

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

１．円借款　ラ・ウニオン港開発事業（2001～2008）
２．ラ・ウニオン港開発事業に係る案件実施支援調査（SAPI)　（2009）
３．MEGATEC ラ・ウニオン校指導力向上プロジェクト（2008～2011）

(2)他ドナー等の

　　　援助活動

世界銀行「MEGATECラ・ウニオン校建設支援」（2005）
世界銀行「MEGATECラ・ウニオン校指導員研修及びカリキュラム策定」（2005）



在外事務所主管案件

個別案件（専門家）

2018年06月01日現在

在外事務所 ：エルサルバドル事務所

案件概要表

案件名 （和）一村一品運動アドバイザー

（英）Advisor for One Village One Product Movement

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 民間セクター開発-その他民間セクター開発

分野課題2 都市開発・地域開発-地域開発

分野課題3

分野分類 商業・観光-商業・貿易-商業経営

プログラム名 東部地域開発プログラム
援助重点課題 経済の活性化と雇用拡大
開発課題 地域開発のための産業基盤整備と生産性向上

プロジェクトサイト エルサルバドル全土（東部地域でのパイロット的な市町村を含む）

協力期間 2012年11月01日 ～ 2018年02月28日

相手国機関名 （和）国家小零細企業委員会

相手国機関名 （英）National Committee for Micro and Small Companies (CONAMYPE)

プロジェクト概要

背景 当国におけるOVOP運動は、経済活動の促進を通じた地域開発に資する戦略として75市以上
で展開されてきており、JICAの投入としては、2012年11月より個別専門家を派遣している。こ
れまで、CONAMYPEの職員や地域アクターの人材育成に注力しつつ、CONAMYPEにOVOP事
務局が設置された他、OVOP政策への着手、OVOP戦略のガイドラインの設定等、OVOP運動
を促進するための制度化が進んでいる。また、地域活動では、地域間でのグッドプラックティス
視察、交流会の定期的な開催やオンパクのガイドブック及び機関紙の作成、経営管理にかか
る技術支援、アンテナショップ・見本市、地域フェスタの開催等を通じた地域産品（農産物加工
や工芸品）の市場開拓支援等も展開してきている。
　以上のようなOVOP運動の取り組みを踏まえてエルサルバドルのOVOP運動として確立する
ために、OVOP運動の地域経済や地域住民に対する社会経済的なインパクトを評価・分析して
その効果を図りつつ、地域ブランドの制度を構築していく必要がある。特に地域ブランドの制度
構築では、地域産品（農産物加工や工芸品）や地域の特色を売りにした取り組み（観光事業
等）が、OVOPのロゴの使用等により商品やサービスとして地域で認証されるだけでなく、地域
自体の知名度向上及び地域振興につながるような取り組みに発展していくことも課題である。
これに関し、CONAMYPEが中心となり、様々なセクター（農業や観光他）にかかる関連省庁や
地方自治体との連携を強化しつつ、地域ブランドの取り組みが全体として促進されるようなイン
センティブの仕組みを構築することが重要課題として残されている。

上位目標 社会経済開発の促進に向けてエルサルバドルOVOP運動の（効果的な地域振興アプローチと
しての）持続的及び独自性を強化する

プロジェクト目標 エルサルバドルにおけるOVOP運動（のモデル）を確立する

成果 【～2016年11月】
１．一村一品運動の推進機関としてのCONAMYPEの能力が向上する
２．一村一品運動手法により、「エ」国における地域振興のための地域住民のイニシアチブが
促進・強化される

【2016年12月～2018年2月】
１．「地域ブランド」制度が構築される



２．OVOP運動の取り組み効果を検証するための社会経済インパクト評価とその結果を市・地
域関係者に情報共有し、活用していく仕組みが構築される
３．地域協力支援に向けた技術移転ガイドラインへ反映するためにエルサルバドルOVOP運動
の経験やデータが収集される
４．OVOP運動が可視化され、OVOP運動の重要性について認知度が向上する

活動 【～2016年11月】
1.1 CONAMYPEの実務者レベルに対し、一村一品運動手法のコンセプト及び目的に関する研
修・ワークショップを実施する
1.2 CONAMYPEの実務者レベルとともに、一村一品運動を定着・普及させるプロセスについて
の検討を進める
1.3 CONAMYPEの実務者による一村一品運動の普及活動を支援するとともに、評価・フィード
バックを実施する（既存のパイロットプロジェクトからの問題抽出/分析を含む）
1.4 CONAMYPE内における一村一品運動手法を確立させるための組織戦略策定の支援を行
う

2.1 一村一品運動を実施するにあたり、自身による調査のほか、過去のＳＶ，専門家の活動報
告書等も参考にしながら、CONAMYPEと対象地域選定方法について合意し、有望な地域を特
定する
2.2 東部地域を中心に、支援するパイロットプロジェクトサイトを決定する
2.3 パイロットサイトにおいて、CONAMYPEの担当者を中心に、地方自治体や関係機関を巻き
込んで一村一品運動を展開する
2.4 一村一品運動を普及するにあたっての標準プロセスを策定する

【2016年11月～2018年2月】
1.1 ブランド使用の認定に向けて、市・地域谷で設置されるOVOP委員会の支援を受けつつ、
全国OVOP委員会ネットワークや関連機関と共に地域ブランドの手法戦略の案を設計する
1.2 地域ブランドにかかる戦略手法に関し、ローカルアクター（官民機関や企業等）へオリエン
テーションを行う
1.3 地域ブランドのプロモーションと地域確立に向けた戦略の実践をファシリテートする
2.1 OVOP運動の社会経済インパクト評価のための指標とその結果の情報共有・活用にかかる
仕組みをデザインする
2.2 社会経済インパクト評価の仕組みをローカルアクター（官民機関や企業等）に共有する
2.3 地域経済開発関連の担当職員による支援の下、OVOP運動の社会経済インパクト評価の
実施とその結果の情報共有・活用を行う
2.4 社会経済インパクト評価の結果を技術指導に反映するためにデータを収集・分析する
3.1 地域ブランド及び社会経済インパクト評価の実施を通じて得た経験と教訓を分析する
3.2 地域ブランド戦略と社会経済インパクト評価のメカニズムにかかる技術移転のためのツー
ル（マニュアル、フォーマット、規定等）策定に向けたファシリテーションとオリエンテーションを
行う
4.1 全国OVOP委員会ネットワークや全国各地のOVOP委員会と共に策定する活動計画を基
に、地域で実施・展開された活動の情報発信にかかるファシリテーションを行う
4.2 エルサルバドルOVOP運動として広報プラットフォーム（ホームページやSNS)を
CONAMYPEが構築するために、OVOP運動の経験やグッドプラックティスを収集、分析する

投入

  日本側投入 日本人専門家1名　合計39 M/M程度（短期専門家および長期専門家）
在外事業強化費（現地業務費）　計12,345千円程度

  相手国側投入 専門家執務スペースの提供
カウンターパートの配置
移動手段の提供

外部条件 2016年10月に公布された一村一品国家政策の内容が大きく変更されない。

実施体制

(1)現地実施体制 2016年のCONAMYPE一村一品事務局の予算は、$US159,000となっており、翌年の予
算（2017年1月～12月）についても申請されている。CONAMYPEは、約135人の職員と
54人の契約職員（プロジェクト付）を有している。政府の5ヵ年計画では、地域に根付く特
色ある商品の開発等について言及がある他、2016年10月には、一村一品国家政策が
公布されたことを受け、当国において、OVOP運動にかかるプログラムの実施と共に、政
策レベルにおける組織的コミットメントも見受けられる。

(2)国内支援体制 特になし

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

シニア海外ボランティア「プログラムオフィサー」（2009年6月～2011年6月）
課題別研修「アンデス地域一村一品推進」（2011年度4名、2012年度4名）、課題別研修
「地域振興（一村一品運動）」（2013年度3名）
個別専門家「中米統合機構広域協力アドバイザー」との情報交換も行っている（一村一
品運動に係る広域セミナー実施）（2012年6月、2013年8月）
JICA優先プログラム「東部地域開発プログラム」に位置づけられる案件との情報交換や
連携調整も図っている。

(2)他ドナー等の

　　　援助活動

・台湾：イロバスコ市におけるOVOP運動への資金援助が伴う工芸品の質の向上やパッ
ケージ加工等への技術指導が行われた。プロジェクトの第二フェーズが実施されてお
り、収入向上や雇用促進の観点から、組織強化やイノベーションにかかる取り組みが展
開されている



・ルクセンブルグ：資金援助を行っており、資金へのアクセスにかかるNGOを対象とした
コンクールが開催され、OVOP運動が優先的なプログラムとして位置づけられた。この中
で、CONAMYPEは、各地域におけるOVOP運動の促進に関して、NGOsへの技術指導を
行う。



本部主管案件

個別案件（専門家）

2017年11月16日現在

本部／国内機関 ：中南米部

案件概要表

案件名 （和）大統領府開発計画アドバイザー

（英）Development Planning Advisor for the Technical Secretariat of the Presidency

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 都市開発・地域開発-地域開発

分野課題2 援助アプローチ-キャパシティ・ディベロップメント

分野課題3 ガバナンス-行政基盤

分野分類 計画・行政-開発計画-開発計画一般

プログラム名 東部地域開発プログラム
援助重点課題 経済の活性化と雇用拡大
開発課題 地域開発のための産業基盤整備と生産性向上

プロジェクトサイト サンサルバドル市

協力期間 2012年06月01日 ～ 2016年11月24日

相手国機関名 （和）大統領府官房

相手国機関名 （英）Technical Secretariat of the Presidency

プロジェクト概要

背景 エルサルバドルでは、大統領府官房(Secretaria Tecnica y de Planificacion de la Presidencia：
STPP)が、地域開発計画も含めた国家レベルの開発計画調整、ミレニアム開発目標(MDGs)達
成等｢エ｣国政府がコミットした世界的枠組･イニシアチブへの対応のための援助機関･省庁との
調整業務を行っている。かかる状況下、2009年に実施された要望調査において、STPから個別
専門家｢大統領府官房開発計画アドバイザー｣の派遣が要請され、JICAは2011年中に2回に渡
り同アドバイザーを派遣した。
　同アドバイザーの派遣を通じて、2010年6月に現フネス政権が発表した｢開発5か年計画(Plan 
Quinquenal de Desarrollo：PQD)｣の中で、「生産的開発のための国家システム(Sistema 
Nacional de Desarrollo Productivo：SNDP)」が主要政策の1つとして挙げられているものの、
STP内での取り組みがやや低調であること及び我が国の協力として東部地域開発プログラム
と整合させる形で活性化させる必要性が高いことが確認された。
　この結果を受け、2012年11月から2013年3月にかけて個別専門家「大統領府開発計画実施
支援アドバイザー」を派遣し、PQDの推進に係るSTPの計画機能強化、実施能力強化について
支援を行った。具体的には、SNDPの実施促進の一環として、国内で特に開発が遅れている太
平洋岸地域の総合開発計画の検討や同計画を実施するためのSTP内の体制整備について支
援、提言等を行った。同総合開発計画は、「沿岸海洋地域統合的持続的開発戦略(Estrategia 
para el Desarrollo Integral y Sostenible de la Franja Costera Marina：FCM戦略)」と呼ばれ、
JICAの東部地域開発プログラムと同じくラ・ウニオン港湾地域やプエルト・エル・トリウンフォ港
湾地域などが主要対象地域に含まれており、同プログラムとの関連性が非常に高いことから
我が国の協力を行うにあたり注視していく必要がある。
　このような状況下、2014年6月にサンチェス・セレン政権が誕生し、2015年1月には国家開発
5か年計画が発表された。同計画の策定にあたっては、本専門家の提言も取り入れ、同計画
の進捗評価の項目も盛り込まれている。このように我が国にとって、本専門家の派遣は現政権
との対話の糸口になるだけでなく、特に「東部地域開発プログラム」と関連した我が国が推進す
べき協力の方向性を現政権の各種施策に適切に反映できる機会となっており、本専門家の継
続した派遣が求められている。

上位目標 適切な計画・政策のもと、エルサルバドル東部地域の開発が促進される。

エルサルバドル政府による国家開発5か年計画の適切なモニタリングのもと、東部地域開発に



プロジェクト目標
係る計画策定・政策実施が推進される。

成果 1.　STPPによる国家開発5か年計画のモニタリングが適切に行われる。
2.　現セレン政権が標榜した各種施策のうち、我が国に深く関わりがあるものについて、成果及
び今後の課題が適切に取りまとめられる。
3.　現セレン政権の東部地域開発に係る計画策定及び政策実施支援を通じて、「東部地域開
発プログラム」の適切な方向性が見出される。

活動 1.1　国家開発5か年計画の実施状況及び見直し状況を確認する。
1.2　同5か年計画の実施における課題を分析し、C/Pとともに解決策を検討する。

2.1　「国家生産的開発」の推進に向けた制度 Sistema Nacional de Desarollo Productivo(以
下、SNDP)における事業進捗状況、特に「沿岸海洋地域持続的開発戦略2012-2024」
（Estrategia de Desarollo Integral y Sostenible de la Franja Costero-Marina 2012-2024 (以下、
FCM戦略)）の実施に向けた検討状況を確認する。
2.2　FCM戦略の実施支援に関連する他ドナーの動向を確認し、関係者からのヒアリング等を
通じて把握し、問題点･課題をC/Pとともに抽出する。

3.1　現政権の東部地域開発に係る計画策定及び政策実施に関して、情報収集・提言を行う。
3.2　東部地域開発に関して、これまでの我が国及び他援助機関の動向を現政権関係者に継
続してインプットし、現政権の計画・政策と東部地域開発プログラムのアラインメントを図る。
3.3　別途派遣予定の学識経験者の受入に係る準備及び前後の調整を行う。
3.4　東部地域に係る新規事業（可能であればJICA案件）の形成を図る。

投入

  日本側投入 日本人専門家1名（延長分：15.6 MM、2015年8月5日～2016年11月24日）
在外事業強化費（本予算の業務主管部門はエルサルバドル事務所）
運営指導調査団による本邦有識者の派遣（中南米部旅費による対応）

  相手国側投入 専門家執務スペースの提供
カウンターパートの配置
移動手段の提供

外部条件 エルサルバドル政府の東部開発に係る政策が大きく変わらない。

実施体制

(1)現地実施体制 官房副長官および生産的開発システム・ユニット長等

(2)国内支援体制 業務主管部門及び本邦有識者による助言等

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

個別専門家「経済開発計画」（1994.3～1996.3）
個別専門家「経済開発計画」（1997.4～1999.4）
個別専門家「開発計画」（2002.6～2005.5）
個別専門家「開発計画」（2005.6～2008.6）
個別専門家「開発計画アドバイザー」（2008.9～2010.9）
個別専門家「大統領官房開発計画アドバイザー」（2011.9～2011.12）

(2)他ドナー等の

　　　援助活動

・米国政府によるAsocio para el Crecimiento（成長のためのパートナーシップ）において
生産力向上分野の協力及びMCC（ミレニアム・チャレンジ・アカウント）による沿岸地帯
の開発（インフラ整備等）が計画されている（いずれも大統領府が取りまとめ機関）。



本部主管案件

技術協力プロジェクト

2018年10月25日現在

本部／国内機関 ：農村開発部

案件概要表

案件名 （和）東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト

（英）Horticultural Farmers' Profitability Improvement Project in the Eastern Region of 

the Republic of El Salvador

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 農業開発-園芸・工芸作物

分野課題2

分野課題3

分野分類 農林水産-農業-農業一般

プログラム名 東部地域開発プログラム
援助重点課題 経済の活性化と雇用拡大
開発課題 地域開発のための産業基盤整備と生産性向上

プロジェクトサイト エルサルバドル東部地域４県（ウスルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン

県）

署名日(実施合意) 2014年02月04日

協力期間 2014年05月31日 ～ 2018年05月30日

相手国機関名 （和）農牧省

相手国機関名 （英）Ministry of Agriculture and Livestock

プロジェクト概要

背景 エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）では、農業はGDPの約12.7％を占めてお
り 、労働人口の約22％がそこに従事する重要な産業である 。エルサルバドルでは、1979年以
降、ゲリラ勢力と政府軍との間で内戦が続いたが、1992年に和平合意した後には、帰還兵・帰
還難民の経済的自立と農業振興を目的とした農業改革が実施され、土地の細分化が進んだ。
そのため、農民の多くは零細（農地面積3ha以下で、自給自足のための農業生産を主として行
う農家層）であり、全農民の約80％を占めている状況である 。これら零細農民は、市場・金融
へのアクセスや生産技術を有せず、農村部の貧困層を形成している。
中でもそのような問題が顕著なのが東部地域（ウスルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、ラ・
ウニオン県）であり、零細農民の割合が高い最貧地域となっている。同地域では、主としてトウ
モロコシ等の基礎穀物の他に、ピーマンやトマト等の野菜類が生産されており、零細農民の多
くも自給用の野菜を栽培し、一部を販売している。同地域は他地域と比較して農業生産性が低
いことから 、零細農民の農業生産技術指導による農業生産性向上のための取り組みが進め
られている。これら零細農民への農業技術指導については、農業・林業分野の技術研究開発
と普及を担う国立農牧林業技術センター（以下、「CENTA」）が実施しており、近年の同センター
の活動により、有機農法や簡易ハウスを用いた栽培技術が普及しつつある。
その一方で、当該地域の零細農民による市場や技術へのアクセスは未だに限定的である。そ
のため多くの零細農民・農業協同組合は、生産物を大手流通業者以外の仲買人 に販売して
おり、大手流通業者への販売を通じたスーパーマーケット等への販路を持っていないのが実
態である。このような状況を改善するためには、零細農民の組織化や市場のニーズに合致し
た品質・量の農産物を生産することにより価格交渉力の強化を行うとともに、バリューチェーン
における上流から下流（卸売、小売等）への販路を構築・強化することが課題となっている。

上位目標 東部地域の野菜生産農家グループの野菜販売による収益性が向上する。

プロジェクト目標 対象野菜生産農家グループの野菜販売による収益性が向上する。



成果 成果1：対象野菜生産農家グループ、スーパーマーケット等の関係強化を通じて対象野菜生産
農家グループの市場適応力が改善される。
成果2：市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培技術・経営改善手段が対象野菜生
産農家グループに採用される。

活動 1-1　対象農家グループの野菜流通に係る現状を把握するためのベースライン調査を農牧省
アグリビジネス課が実施する。
1-2　対象農家グループ、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が農産物流通改
善（契約栽培、ブランド化、農民組織化、地産地消の取り組み等を含む）に関する研修を受講
する。
1-3　研修を受講した農民、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が、対象農民の
農産物流通改善のためのアクションプランを策定する。
1-4　研修を受講した農民、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が、1-3で策定さ
れたアクションプランを実践する。
1-5  研修を受講した農民、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が、1-4の活動を
通して得られた教訓を整理する。
2-1　農牧省アグリビジネス課が対象農民の野菜生産状況と栽培技術及び経営改善手段の現
状に関するベースライン調査を実施する。
2-2　対象農民及び東部地域のCENTA普及所の普及員に対し、栽培技術及び経営改善手段
に関する研修を実施する。

投入

  日本側投入 ・専門家：総括/農産物流通改善、計画アドバイザー/研修計画、業務調整/アクションプラン実
施支援、有用農業技術及び普及：4年間で合計８９MM程度
・本邦研修及び第三国研修（コスタリカ等）
・機材供与（車両、コンピュータ等）

  相手国側投入 ・カウンターパート（C/P）配置（農牧省アグリビジネス課、CENTA普及員）
・プロジェクト事務所（農牧省に設置）
・現地活動費（プロジェクト事務所・研修施設等の光熱費等）

外部条件 （１）事業実施のための前提
（２）成果達成のための外部条件
（３）プロジェクト目標達成のための外部条件
（４）上位目標達成のための外部条件

実施体制

(1)現地実施体制 農牧省アグリビジネス課、国立農牧林業技術センター

(2)国内支援体制 国際協力専門員

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

東部地域開発プログラムでは、技術協力プロジェクト「農業技術開発普及強化計画」
（1999年～2004年）及び「東部地域零細農民支援プロジェクト（以下、「PROPA」）」（2008
年～2012年）を実施した。PROPAでは、東部地域零細農民の野菜栽培に関する技術支
援体制の強化を目標とし、CENTA普及員に対する指導を通じた有機栽培技術の導入や
経営改善手段の指導体制の強化に取り組んだ。本プロジェクトでは、PROPAで導入が
進められた有機栽培技術や経営改善手段のさらなる東部地域農民への定着を図る。

(2)他ドナー等の

　　　援助活動

IFADが実施中のPRODEMOROでは、本プロジェクトと同じ地域を対象として、ハウス園
芸施設や生産物集荷場等の生産インフラ整備、農民に対する組織強化等の支援を実
施している。
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案件概要表

案件名 （和）貝類養殖技術向上・普及プロジェクト

（英）Production Improvement and Extension of Shellfish Aquaculture Project

対象国名 エルサルバドル

分野課題1 農業開発-水産

分野課題2

分野課題3

分野分類 農林水産-水産-水産

プログラム名 東部地域開発プログラム
援助重点課題 経済の活性化と雇用拡大
開発課題 地域開発のための産業基盤整備と生産性向上

プロジェクトサイト エルサルバドル東部地域

署名日(実施合意) 2012年02月01日

協力期間 2012年06月25日 ～ 2015年06月24日

相手国機関名 （和）農牧省水産開発局

相手国機関名 （英）Ministry of Agriculture and Livestock, Fisheries and Aquaculture Development 

Department

プロジェクト概要

背景 エルサルバドル（以下「エ」国）では、長年の内戦（1992年に和平合意）、2001年の大地震から
一定の復興が図られているものの、依然として都市部と地方との所得格差が深刻である。特
に、内戦による被害が最も大きかった東部地域の開発が遅れている。東部地域の貧困率は
「エ」国全国平均より高く、また収入の海外送金への依存率も高いため、生産性向上を通じた
既存産業の競争力強化が求められている。
　中米5か国で最も国土面積が小さく天然資源にも乏しい「エ」国では、漁業・養殖業が社会経
済的に重要な役割を果たしてきた。現在約27万人が水産業をはじめ水産品の製造、加工、流
通に携わっている。中でも貝採集は大部分の沿岸漁民にとって主要な現金収入手段となって
いる。しかしながら、近年は採集過多のため、零細漁民は小サイズの貝を採集せざるを得ず、
貝採集のため、より遠隔地に移動することを強いられている。こうした問題に対応するため、
「エ」国政府は漁業・養殖製品の品質・安全性向上、漁業・養殖資源の持続的活用及び環境の
保全等の政策を打ち出しており、農牧省水産開発局（CENDEPESCA）も農漁村経済の成長と
貧困削減、持続的資源の利用による水産業振興を戦略目標としている。
　我が国は、従来より「エ」国における貝類養殖業の重要性を認識し協力を行ってきた。「エ」国
政府の要請を受け2005年から実施された「貝類増養殖開発計画プロジェクト」では、クリル及び
マガキの人工種苗の生産及び養殖技術の確立に至った。同プロジェクトは2010年をもって終
了したが、これら対象貝類の生産及び養殖技術は一部の漁民グループが有するに留まってお
り、地域全体の所得向上のためには、より多くの漁民グループへの普及が必要とされている。
また、零細漁民が収入源のひとつとしているカスコ・デ・ブロについても、今後養殖により安定
的な生産を目指すべく種苗生産技術の確立が求められている。
　かかる状況下、「エ」国政府より同プロジェクトで開発された養殖技術を基にして、対象貝類
養殖の普及を目的とした新たな協力要請が我が国に対してなされ、内容を検討した結果、「貝
類養殖技術向上・普及プロジェクト」を実施することとなった。

上位目標 エルサルバドル東部地域において零細漁民に貝類養殖が普及する。

貝類養殖の普及の仕組みが改善される。



プロジェクト目標

成果 1.クリルとマガキの種苗の、生産者の需要を満たす量の大量生産技術と、カスコ・デ・ブロの種
苗生産技術が開発される。
2.貝類養殖技術の普及と市場化を推進する体制が強化される。

活動 1-1 CENDEPESCAプエルト・エル・トリウンフォ支局において、クリルとマガキの種苗量産にか
かる生産効率改善のための試験を行う。
1-2 カスコ・デ・ブロの種苗生産技術開発のための試験を行う。
1-3 CENDEPESCAの技術者に養殖技術の研修を行う。
1-4 潜在的な養殖適地において貝類種苗生産技術開発試験を実施する。 
2-1 貝類養殖の普及とマーケティングを支援するために他組織との関係を構築する。
2-2 技術者、漁民、養殖従事者に対し、貝類生産技術の研修を実施する。
2-3 CENDEPESCA技術者に対し、普及とマーケティングに関する研修を実施する。

投入

  日本側投入 ・専門家　チーフアドバイザー/貝類種苗生産技術（長期）
　　　　　業務調整/普及（長期）
　　　　　その他必要に応じて短期専門家
・在外事業強化費（研修実施含む）
・機材供与（種苗養殖、普及関連）

  相手国側投入 ・カウンターパート、支援要員、警備員の配置
・執務環境（事務所、種苗生産施設）
・設備費（車輌維持費、執務室・実験室備品、燃料費、車輌・ボート・自家発電機の潤滑油等）

外部条件 ・大規模な治安悪化や政情不安が起こらない。
・「エ」国において、大規模な自然災害や環境破壊が発生しない。
・「エ」国の水産に対する国家政策が大幅に変更されない。
・カウンターパート人材が大幅に交替しない。

実施体制

(1)現地実施体制 農牧省水産局プエルト・エル・トリウンフォ支局を事務所とし、同地にある種苗生産施設
において種苗生産及び研修を実施する。

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

東部地域開発プログラムに属する他のプロジェクト「東部地域零細農民支援プロジェク
ト」、「東部地域観光開発能力強化プロジェクト」等と連携し、東部地域の地場産業強化
に資することが期待される。

(2)他ドナー等の

　　　援助活動

・台湾政府　零細漁民向けティラピア、エビ、淡水エビの養殖プロジェクトを実施。
・中米漁業養殖機構（OSPESCA)　漁民向けプロジェクトを実施。


